
事 務 連 絡 

令和４年 6 月 29 日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 15） 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 

 



（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房教養厚生課 御中 

防衛省人事教育局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 

 



                  事  務  連  絡 

令和４年６月 29 日 

 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課 ( 部 ) 

 

 

厚生労働省保険局医療課  

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 15） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（令和４年厚生労働省告示第 54 号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項に

ついて」（令和４年３月４日保医発 0304 第１号）等により、令和４年４月１

日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑

義解釈資料を別添１から別添２までのとおり取りまとめたので、本事務連絡

を確認の上、適切に運用いただくようお願いします。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                



（別添１） 

医－1 

医科診療報酬点数表関係 

 

【感染対策向上加算】 

問１ 区分番号「Ａ２３４－２」の「１」感染対策向上加算１の施設基準にお

いて、感染制御チームにより、保健所及び地域の医師会と連携し、感染対

策向上加算２又は３に係る届出を行った保険医療機関と合同で、少なくと

も年４回程度、定期的に院内感染対策に関するカンファレンスを行うこと

とされているが、当該カンファレンスには、感染制御チームの構成員全員

が参加する必要があるか。 

また、区分番号「Ａ２３４－２」の「２」感染対策向上加算２及び「３」

感染対策向上加算３の施設基準において、感染制御チームは、少なくとも

年４回程度、感染対策向上加算１に係る届出を行った保険医療機関が定期

的に主催する院内感染対策に関するカンファレンスに参加していること

とされているが、当該カンファレンスには、感染制御チームの構成員全員

が参加する必要があるか。 

（答）原則として、感染制御チームを構成する各職種（例えば、感染対策向上加

算１については、医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師）について、少なく

ともそれぞれ１名ずつ参加すること。 

 

【外来感染対策向上加算】 

問２ 区分番号「Ａ０００」初診料の注 11 及び区分番号「Ａ００１」再診料

の注 15 に規定する外来感染対策向上加算の施設基準において、「感染対策

向上加算１に係る届出を行った複数の医療機関と連携する場合は、当該複

数の医療機関が開催するカンファレンスに、それぞれ少なくとも年１回参

加し、合わせて年２回以上参加していること」とされているが、やむを得

ない理由により、一部の医療機関のカンファレンスに参加できなかった場

合、どのように考えればよいか。 

（答）感染対策向上加算１に係る届出を行った医療機関又は地域の医師会のカ

ンファレンスに合わせて年２回以上参加していればよい。なお、翌年には、

参加できなかった医療機関のカンファレンスに参加することが望ましい。 

 

【地域包括診療加算、地域包括診療料】 

問３ 区分番号「Ａ００１」再診料の注 12 に規定する地域包括診療加算及び

区分番号「Ｂ００１－２－９」地域包括診療料の施設基準における「慢性

疾患の指導に係る適切な研修」については、 

・「疑義解釈資料の送付について（その８）」（平成 26 年７月 10 日事務連



医－2 

絡）別添１の問７において、「原則として、e-ラーニングによる研修の受

講は認めない」とされており、 

・「疑義解釈資料の送付について（その５）」（平成 30 年７月 10 日事務連

絡）別添１の問４において、「２年毎の研修修了に関する届出を２回以上

行った医師については、それ以後の「２年間で通算 20 時間以上の研修」

の履修については、日本医師会生涯教育制度においては、カリキュラム

コードとして２９認知能の障害、７４高血圧症、７５脂質異常症、７６

糖尿病の４つの研修についても、当該コンテンツがあるものについて

は、e－ラーニングによる単位取得でも差し支えない」とされているが、 

「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和４年３月 31 日事務連絡）

別添１の問 257 を踏まえ、これらの４つのカリキュラムコードを含め、当

該研修については e－ラーニングにより受講してもよいか。 

（答）差し支えない。なお、e－ラーニングにより受講する場合は「疑義解釈資

料の送付について（その１）」（令和４年３月 31 日事務連絡）別添１の問 257

の記載事項に留意すること。 

 

【急性期充実体制加算】 

問４ 区分番号「Ａ２００－２」急性期充実体制加算の施設基準において求め

る「入院患者の病状の急変の兆候を捉えて対応する体制」に係る「所定の

研修」には、具体的にはどのようなものがあるか。 

（答）現時点では、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和４年３月 31

日事務連絡）別添１の問 59 でお示ししているものに加えて、日本内科学会

「ＪＭＥＣＣ（日本内科学会認定救急・ＩＣＬＳ講習会）～ＲＲＳ対応」が

該当する。 

 

【一般病棟用の重症度、医療・看護必要度】 

問５ 一般病棟用の重症度、医療・看護必要度に係る基準を満たす患者の割合

について、「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和４年３月 31 日

事務連絡）別添１の問 39 において、「令和４年 10 月１日に届出を行うに

は、経過措置が令和４年９月 30 日までの入院料等については遅くとも令

和４年７月１日から、令和４年度診療報酬改定後の評価票を用いた評価を

行う必要がある」ことが示されたが、「新型コロナウイルス感染症に係る

診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その 26）」（令和２年８月 31 日事

務連絡）の２．（２）に基づき、実績を求める対象とする期間について令

和４年３月以前の期間を含める場合、どのように考えればよいか。 

（答）令和４年３月以前の期間についても、令和４年度診療報酬改定後の評価票



医－3 

を用いた評価を行う必要がある。 

 

【特定集中治療室用の重症度、医療・看護必要度】 

問６ 特定集中治療室用の重症度、医療・看護必要度に係る基準を満たす患者

の割合について、令和４年９月 30 日までの経過措置が設けられている入

院料（※）については、令和４年度診療報酬改定後の評価票を用いた評価

をいつから行う必要があるか。 

（答）令和４年 10 月１日に届出を行うには、経過措置が令和４年９月 30 日ま

での入院料については遅くとも令和４年９月１日から、令和４年度診療報

酬改定後の評価票を用いた評価を行う必要がある。 

 

（※）救命救急入院料２、救命救急入院料４ 

特定集中治療室管理料１、特定集中治療室管理料２、特定集中治療室管理料３、

特定集中治療室管理料４ 

 



（別添２） 

不妊－1 

医科診療報酬点数表関係（不妊治療） 

 

【不妊治療に係る検査】 

問１ 不妊治療において、卵胞の発育状況の確認や子宮内膜の観察を目的とし

て超音波検査を実施した場合、当該検査に係る費用は、保険診療として請

求可能か。 

（答）医師の医学的判断により超音波検査を実施した場合については、保険診療

として請求可能。 

 

【一般不妊治療管理料、生殖補助医療管理料】 

問２ 初診日又は初診日の同月内（以下「初診時」という。）に行った指導の

費用は初診料に含まれ、一般不妊治療管理料及び生殖補助医療管理料は

算定できないこととされているが、初診時に、 

① 治療計画を作成した場合 

② ①に加えて、採卵を実施した場合 

においては、これらの管理料の算定についてどのように考えればよいか。 

（答）それぞれ以下のとおり。 

① 初診時に治療計画を作成した場合であっても、初診時にこれらの管理

料は算定できないが、当該治療計画については、翌月以降、これらの管理

料の算定要件に係る治療計画として取り扱って差し支えない。 

② 区分番号「Ｋ８９０－４」採卵術を算定できるが、初診時には生殖補助

医療管理料の算定は出来ない。 

 

【医薬品】 

問３ 不妊治療の保険適用に当たり、不妊治療に係る効能効果が追加された

先発医薬品及び薬事・食品衛生審議会において公知申請の事前評価が終

了し保険適用の対象とされた先発医薬品が存在する。それらの後発医薬

品について、先発医薬品と効能効果に違いがある場合の取扱いについて

は、「先発医薬品と効能効果に違いがある後発医薬品の取扱い等について

（依頼）」（平成 28 年６月１日付け厚生労働省保険局医療課事務連絡）を

踏まえ、審査支払機関において、一律に査定が行われるのではなく、個々

の症例に応じた医学的判断により診療報酬請求の審査が行われるのか。 

（答）貴見のとおり。 

 


